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特集 : 平成 5 年の異常気象 と い も ち 病 ( 1 )

平成5年のいもち病多発生要因の解析
農林水産省農業研究 セ ンタ ー 内 藤 秀 樹

は じ め に

1993 年 は， 冷害 と い も ち 病の 大発生で稲作 は大きな打

撃 を 受 け た 。 近年， 特 に 1988 年の 冷害， い も ち 病多発年

以降， 本病の多発生 は 1991， ' 93 年 と 1�2 年おきに 襲来

し て い る 。 こ の い も ち 病多 発生 を も たらす 基盤的要因

は， 近年の栽培法の変化， 特 に 1970 年 ご ろ か ら の機械移

植の急速な普及， い も ち 病抵抗性弱の銘柄米品種の作付

げ急増， 地域生態 の特性 を 無視 し た 作付 け で あ り ， さ ら

に農村に お け る 即応防除体制 の 弱体化であ る 。 ま た 1993

年では， 適切な栽培管理 ・ 防除対応でか な り の防除が可

能であ っ た こ と が認識 さ れた 年で も あ っ た 。 こ の こ と か

ら ， 今後本病 に よ る 被害 を 最低限 に 抑 え る た め ， 農水省

農蚕園芸局植物防疫課取 り ま と め の “平成 5 年の異常気

象 に 伴 う い も ち 病発生要因の解析及び防除上の 問題点"

に 関す る 各県提出資料 を 基 に ， 農研セ ンターで得 ら れた

試験結果 を 加 え ， 1993 年の発生実態 を 取 り ま と め ， そ の

多発生要因の解析 と ， 今後解析が急が れ る 技術上 の 問題

点 に つ い て 述べ る 。

I 近年のいもち病発病推移 と 栽培法の変化の関係

い も ち 病 に 限 ら ず近年の稲病害 の発生 に 最 も 大きな変

化を も た ら し た も の は ， 1970 年以降 の機械移植の急速 な
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普及で あ る 。 こ の機械移植 に 伴 う 高温多湿条件下での箱
育苗の普及 は ， 育苗期 に お け る 多 く の種子伝染性病害，

土壌伝染性病害の発生増加， 新発生病害の 多 発生 を も た

ら し た 。 い も ち 病 も 種子伝染性病害で あ り ， 育苗期の適
度な温度 と 高湿度条件 は ， い も ち 病菌汚染種子 に由来す

る 苗い も ち の発病 に 好適環境 を提供 し た 。 機械移植の普

及が始 ま っ た 1970 年以降 の本病の 発病推移 を み る と ， 優

秀な 防除剤 が 次 々 と 普及 さ れ て き て い る に も か か わ ら

ず， 多発年が比較的短周期 で襲来 し て い る 傾向 が み ら れ

る (図 1) 。 こ れ は箱育苗 に よ り 羅病苗や潜伏感染苗の本

田持込頻度が増大 し た こ と ， 作期が早期化 し 梅雨明 け の

遅れ等 の発病 ・ 被害への影響が大き く な っ た た め と 考 え

ら れ る o さ ら に ， 本田 に お け る 補植用 の置苗では本田移

植株 よ り 約 1 週間早期 に 発病 し 伝染源 と な る 。 こ れ も 機

械移植での多発要因の一つ で あ り ， 置苗が発病す る 日 平

均気温 17�180C に 到達 す る 以 前 の 時期 に撤去 す る 必要

があ る ( 内藤 ら ， 1985) 。 こ の よ う に ， 現在の栽培体系は

品種の問題 も 含 め ， 伝染源 を 増幅， 温存 し や す い状況 に

あ る ， と い う こ と を ま ず基盤条件 と し て 認識 し て お く 必

要があ る 。

II 1993 年 の 多発をもたらした要因 と 問題点

1 気象経過 と 発病推移

1993 年 の 全 国 的 な 低 温， 少

照， 多雨は顕著で， 稲 は 冷害 と

い も ち 病できわ め て 大きな被害

t.)'-"司り。00'8.p，BB0GY.'>GOOG�，GBGOL一二竺土L -ょ_"，J一三 三一川町、(�(�_9"�豆令官二偏向。ο
1940 1945 1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 

{f.欠

を 被 っ た (農産課， 1993) 。 特 に

東北地域 の 太平洋側か ら 北海道

に か け て は最 も 被害が大き く ，

収穫皆無 の地域 も あ っ た 。 そ の

他の地域 で も 南西諸島 を 除き作

況 は 全地域平年以下で， 作況指

数 80 台以 下 が 多 か っ た ( 図 -

2) 。 作期 の 6�9 月 に お け る 日 平

均気温の推移 を み る と ， 北海道

で は 日 平均気温が 200C を 超 え
図 1 水稲主要病害発生商積率の推移

・ : 薬い も ち ， ・ : 穂� ， も ち ， 。紋中市病. 0 : 小粒菌核病

The Severe Rice Blast Occurrence and its Related Factors in 1993. By Hideki NAlTO 

た の は 8 月 下 旬 の み で ， ほ ぽ
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18'C以下， 東北北部~東北 中部太平洋側が ほ ぼ 190C以

下， 東北 日 本海側 ・ 中部 ・ 内 陸部 ・ 南部が 240C以下で，

多 く は 220C以下， 関東 ・ 北陸 ・ 東海地域で も 一部地域 を

除き 22�230C以下， 近畿以西が ほ ぼ 260C以下で あ っ た 。

こ の よ う な 気温推移か ら ， 全般発生開始期 は 関東 ・ 北

陸 ・ 東北地域では平均 し て 平年並み~やや遅 く ， 東海 ・

近畿地域以西で は 並~や や 早期， 四 国 で並~や や遅 く ，

ま た 穂い も ち の発病 は低温に よ る 出穂期 の遅延 に よ り ，

全体的 に 平年 よ り 遅延 し た 。 日 照時間 は北海道 を 除きき

わ め て 少 な く . 6. 7 月 が平年の 40�80%. 8. 9 月 が 60

�80% で あ っ た 。 降雨量 はきわ め て 多 く ， 最高 は 8 月 に

平年値の 300% を超 え る 地域 も あ っ た 。 こ の よ う な気象

条件は本病の発病 に 好適条件 を提供 し ， 発病好適温度以

下の極低温の時期が長か っ た 北海道 ・ 東北北部~東北 中

部太平洋側 を 除き， 葉 い も ち ， 穂い も ち と も 平年の 1 . 2 倍

�3 倍以上の多発生 と な っ た ( 図 2) 。

2 い も ち病の発生 と 冷害年

1993 年の冷害 は遅延型， 傷害型冷害 の混合型冷害 と 考

え ら れ， 一層被害が大き く な っ た 。 混合型冷害 と し て は

業いもち

h .0 
穏いもち /1; 

号車・穂、いもち発生面積率平年比 作況指数 ( 1993 年10月15日現在)

・・平年比3倍以上 園・作況指数20以上-40未満
I!!l!!!!平年比2倍以上-3倍未満 協Z作況指数40以上-60未満
�平年上ヒ1.5倍以七-21音未満区ill作況指数60以上-80未満
医忍平年比1併以上-1.51音未満区亙作況指数80以上-90未満
亡コ平年以下 仁コ作況指数90以上- 100未満

図 ー 2 1993 年， 各県にお け る 葉 ・ 穂、い も ち 発生面積率の
平年比 と 作況 ( 1993， 植物防疫課， 農産課資 料よ り
作図)

過去 に 1980 年 と 1988 年が あ る 。 い も ち 病 の 発生 と 冷害

年 は密接 な 関係 に あ り . 1949 年以降 1993 年 ま で の 45 年

間でい も ち 病多発年 は 12 回， 冷害年 と い も ち 病多発年が

一致 し た の は 7 回 で頻度が高い。 そ の浬由は 本病 の激発

に適 し た 温度域が 17�U C に あ り ， 遅延型冷害が生ず る

16�21'C と 一致す る こ と が一 つ の 要 因 で あ る 。

3 葉 い も ち 発病の長期化 と 穂 い も ち 発生時期の重複

葉 い も ち が穂い も ち の伝染源で あ る た め ， 葉 い も ち の

発生程度 と 穂い も ち の発生 は 密接 な 関係 に あ る 。 本年 に

お い て も 葉 い も ち の 多発は穂い も ち の 多 発 に つ な が っ た

(図-2) 。 い も ち 病の 発生型で北 日 本型の発病進展 は 気温

条件か ら 南 日 本型 よ り や や遅れ る も の の， 夏期比較的気

温が低 い た め 高温抑制が弱 く ， 出穏期 ま で葉 い も ち 病斑

が残存す る 機会が多 く ， 穂、い も ち の 多 発生 に つ な が り や

す い 。 本年の よ う な 冷害年で は 葉 い も ち の病斑が大き く

拡大 し ， 穂い も ち 発生後で も 止葉で新鮮な 葉 い も ち 病斑

が多数認め ら れ， 北 日 本型 の さ ら に顕著 と な っ た 発病型

を示 し ， 葉 い も ち と 穂い も ち が完全 に 連続， 共存 し 穂 い

も ち の 多発生 と な っ た 。 ま た 通常発病の ほ と ん ど認 め ら

れな い平た ん地で も 発病が多 か っ た の は ， 低温， 少照で

夏期の 高温抑制が生 じ ず， ほ ぽ 日 本全国 が北 日 本型の発

病傾向 を 示 し た た め で あ る 。

4 病斑の胞子形成の長期化， 侵入率の増大

葉 に 形成 さ れた病斑の胞子形成能 は ， 病斑が古 く な る

に つ れ低下す る 。 し か し ， 昨年の よ う な低温下 で は 通常

年 よ り 大きな病斑 に 発達 し ， 胞子形成能 も 通常年 よ り 長

期間保持 さ れ る た め ， 伝染源が長期間維持 さ れ る こ と と

な る (加藤 ら ， 1974) 。 本年 は 特 に 大きな病斑が 目 立 つ た

年であ っ た 。 ま た稲葉の結露や適度 な 降雨等 に よ る 濡れ

の 時 聞 が長 い ほ ど， 侵入胞子 率 は増加す る 。 本 年 の 少

1980年 一一一..... 1990年 一一一→ 1993年
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図 - 3 い も ち 病 菌 の 優占分布レー ス の 推 移 ( 根 本 ら ，
1994) 
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照， 多雨の気象条件 は こ の胞子形成， 侵入条件 に きわ め

て好適環境 を提供 し 、 多発生 を も た ら し た 。

5 親和性レースの高密度分布

い も ち 病の発病 は ， 作付品種 を侵害でき る レース分布

密度 に よ っ て 大き く 影響 さ れ る 。 1993 年 も 被害発生の主

因のーっ と し て ， い も ち 病真性抵抗性遺伝子 Pi- i を 持

つ 品種を侵す レース 007 の増加が挙 げ ら れて い る 。 東北

地域 で銘柄米 と し て 作付 け が増 え て い る ， あ きた こ ま

ち ， ひ と め ぼれ等や， 関東， 近畿地域で作付 け が 多 い キ

ヌ ヒ カ リ 等 も Pi-i を 持 っ て い る が， こ れ ら の 品種の作

付 け増加に つ れ そ の 品種 と 最 も 親和性 の 高 い レース 007

は 品種の持つ抵抗性の強弱 に よ り 大き く 異 な る 。 昨年の

各地域 に お け る 主 要作付 け 品種の 中 で， 閏場抵抗性中以

上 の 品種の割合 は ， 東北 ・ 関東東山 地域 で約 12%， 東海

地域約 7%， 北 陸地域約 2%， 近畿地域約 45%， 中 国 ・ 四

園地域約 22�34%， 九州、|地域約 1 % で， 全体的 に コ シ ヒ

カ リ ， サ サ ニ シ キ を は じ め と し た 擢病性品積の比率が高

い 。 ま た 地域生態 に 適合 し た 品種作付 け体制が崩れ， い

も ち 病の でや す い地域 に お い て も 抵抗性弱品種が作付 け

さ れ る よ う に な っ た こ と も ， 多発要因 の 一 つ で あ る 。 抵

抗性利 用 に よ る 防除 と し て は ， 多 系 品種 の利用 以 外 に

も ， 良食味， い も ち 病抵抗性強品種の育成が進 め ら れ成

の 分布が近年急激 に 増加 し て い る

(根本 ら ， 1994a， 図-3) 。 近年の良食
味， 抵抗性弱品種の作付 げ増加 に よ

る レース 007 の 分布密度 の増加 は ，

現在の主要作付 け 品種が よ り 擢病 し

や す く な っ て い る こ と を 示 し て い

る 。 こ の レース構成の 変化 は ， 本年

の冷夏 と 直接関係 は な い が， 多発生

年の到来は親和性 レースの 急速 な増

殖を も た ら す原因の一つ で あ り ， ま

た 無性 的 交雑 や 突 然 変異 に よ る 新

レースの生成 を促進す る か も し れ な

表 - 1 1993 年の い も ち 病多発生及 び発病の地域間 ・ 圃場開差 の 要因

し当。

こ の こ と は ， 侵害でき る レースの

分布増加 を抑止できれ ば， 発病 を低

減でき る こ と を 示 し て お り ， こ れ を

目 的 と し て 多 系 品種の育成， 利 用 と

い う 新 し い 防除技術の 開発が現在進

め ら れて お り ， 実用化へ 向 け て 大き

く 一歩 を 踏 み 出 し た 。 1993 年の 多発

年で も サ サ ニ シ キ の 多 系 品種 を 用 い

た 宮城県， 東北農試， 愛知山 間農試

の試験で高 い 防除効果が得 ら れて い

る 。 本法 は， 今後有望 な 防除手段 と

な る も の と 考 え ら れ る が， 抵抗性遺

伝子の組み合わ せ方や， レースの変

動予測法等の基礎的研究が必要で あ

る 。

6 栽培品穫の い も ち 病 抵抗性 と

適地適品種作付け体系の崩壊

1993 年の い も ち 病大発生 は， 種々

な人為的要因 も きわ め て 大き い。 そ

要因の 区分

人的要因

気 象
地 青主

病原菌 ・
レ ー ス

品 種
生育条件

肥培管理
体 質

水 管 理

防除方法 ・
体制 ・ 薬剤

前 作

多 発 要 因

防除意識の低下， 労働力不足によ る 防除
の 不徹底

発病好適気象条件の 連続
低温によ る 生育遅延 ・ 防除時期 の ず れ
降雨によ る 散布薬剤の流亡
地形によ る 好適発病環境

発病の長期連続 (穂い も ち 伝染源量多)
後期胞子飛散量の 増加
親和性 レ ー ス の 増加
作期の 多 様化によ る 感染の機会 の 増加

品種抵抗性 ・ 樫病性品種の増加
出穂期の ば ら つ き

不適切な施肥， 追肥， 多 JI巴栽培
体質の軟弱化 ・ 地力窒索無機化遅延
元肥の 多施用 ・ 窒素肥 料の肥効遅延
未熟有機物施用， 緩効性肥 料の施用 増加

持軍海水の低温 ・ 水管理の不備

粒�Jの効果 の 過信 ・ 予防粒剤不使用
|坊除機具の個人所有不備
個人防除体制 (共同地域で少発生)
防除組織の 弱体化
業い も ち 防除の 不徹底
品種 ・ 地域特性対応防除体系未確立
箇い も ち の持込

発病の地域間 ・ 圃場開差の要因

防除意識
果樹農家の 防除対応の 遅れ

微気象 要因の 差
標高

品種抵抗性
作期の 差 (早生 ・ 早植 ・ 早期で多)
出穏期 の ば ら つ き

未熟堆肥 ・ 有機物の 多 投入
施肥法 ・ 施用 量の 差
元肥多施用 ・ 穂肥 の 多施用
家畜糞尿大量施用
地力の 差
レ ンゲす き 込 田 で多発

か け 流 し ・ 濯減水温
生活排水流入水系地域で多発

粒剤施用 ・ 補完防除の有無
初期防除の遅れ
残菌放置率の 差
航空防除の遅れ ・ 防除体系
防除回数 ・ 時期
葉 い も ち 防除 の 差
育苗箱施薬の有無
防除組織 (共同防除で少発)
苗 い も ち の 持込

ビーノレ麦跡で多発
キ ャ ベツ ・ 大豆跡で多発
プ ロ ッ コ リ ー跡で多 発
麦 す き 込 み 田 で多 発
レ タ ス ・ タマネギ跡で多発

の 中 で大発生の基盤 と な っ た の は， 注) “平成 5 年の 異常気象に伴 う い も ち 病の発生要因の 解析及び防除上の 問題点" に関す
現在の品種構成で あ る 。 本病 の発病 る各県提出資料よ り ま とめた.
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果を上げつつあるが， 現在の状況をしばらく継続せざる

を得ない現状では， 現在の品種の特性をよく認識した上

で適切な防除対策を立てることが基本的に重要である。

また昨年のような冷害環境下での品種抵抗性の変動実態

についても， 解明が必要である。

7 肥培管理と稲体のいも ち病感受性

1993年では，圃場や地域間で発病差が顕著に認められ

た事例が多く， その主因のーっとして， 施肥体系， 肥料

の種類、等の肥培管理による差が挙げられている(表一1)。

1993年のような低温年では，地力窒素の吸収や施肥によ

る肥効が徐々に進むため， いもち病感受性の高い状態が

長期に継続し発病を促進する。 元肥が多かった箇場ほ

ど， 穂)j巴等の追肥を例年のように行った圃場， 緩効性の

化学肥料施用闘， 稲わら連用すき込み匝1， 有機質肥料多

施周囲で顕著な多発生が認められた場合が多かったの

は， 低温年の肥効経過による稲体のいもち病高感受性の

長期間保持による。 施肥技術は本病の発病に最も敏感に

影響する要因であり， 追肥の施用時期により稲体のいも

ち病感受性は大きく異なる (根本ら， 1994b， 岡-4)。 今

後， 収iiI性， 品質保持と病害発病抑止の両面から， その

年の気象推移に的確に対応できる施肥技術を組み立てる

こと， 緩行性肥料の肥効制御技術の開発が必要である。

そのためには， 稲体のいもち病感受性変動機作の解明と

ともに， 稲体のいもち病感受性推移の的確. f)fj使な検出

技術の確立も必要である。

35一一一一

30 

、、
、、
、、
\、
、、
、、

、
む
+
《ハ
\

1

//



/ノ



ノタ

ι
/

 

/

 

ノr
②l
v

 

� L、251-も
ち 201，;，] 
21ト
コ 10

株 5

湖伐JIII

図-4 1993年， 追肥方法とイネ主主のいもち病感受性の推

移(恨み;ら， 1994) 

①出穂48 11前追肥， ②出品[( 39円前迫!氾
③出穂26円前追!氾

追JI巴虫(kg/10a)及ぴ追JI巴体系。

・2-0 0， . 1 J 0， 

.0-2 0， [J 0 1 1， 

く>0-0-2， 6全主上越JI巴

集いもち初発 7月511

一一一 4 

8 防除体系と発病状況に適合した防除の実行

1993年は，防除体系や的確な補完防除実施の有無でも

大きな発病差が顕著に認められた年でもあった。 防除体

系を地域別にみると， 航空防除のみと， 航空防除+地上

防除の体系は東北地域で最も多く約40%，次いで関東地

域約29%， 北海道・東海地域約15%， 九州地域約13%

で， 近畿， 中国， 四国地域ではほとんど地上防除のみの

防除体系である。 このように東海， 北陸地域以北で航空

防除の比率が高く， 高い防除効果を上げている。 しかし

1993年のような多雨年では，防除時期が遅れ問題となる

ことが多い。 今後RCヘリコプターや地上|坊除による補

完防除体制の整備や， 新防除体系の確立が必要である。

1993年においても，基本的防除を適切に実施した圃場

では発病を軽減できた。 特に効果が顕著な例が多かった

のは， 粒剤を効果的に施用した場合であった(表一2)。 し

かし宮城県の古川市での例のように， 液剤体系で， 通話'

4回の|釘除のほかにl回の追加防除実施により粒剤施用

区以上の防除効果を上げており， 適期に適切な防除対応

を実行すれば， 昨年のような多発年でも高い防除効果を

上げることができることが示された。 薬剤防除は適期防

除が基本であるが現状では困難な場合が多いことから，

農村の実態にあった実行できる適切な防除体系を組み立

ー
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被
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て る こ と が重要で， そ の た め に は適期幅が広 く かっ効果

持続期 間 の 長 い 粒 剤 の 活 用 はきわ め て 有効 で あ る ( 図

5) 。 そ の た め粒剤の利用 の た め の発生予察活用法， 冷夏
に お け る 適切 な 粒剤体系 の 確立が必要 と な る 。 ま た 現

在， 本田投込剤， 側条施薬法， 有人へ リ ・ RC へ リ ・ 地上

走行型防除機等 に よ る 防除法が実施 あ る い は 開発 さ れつ

つ あ る が， 経営規模， 環境条件 に 適切 な 防 除手段 の 採

用 ， 防除法の 多様化が必要であ る 。 ま た 本病が種子伝染

性病害であ る こ と か ら ， 無病種子の 生産， 種子消毒の徹

底は基本 的 に 必須条件で， ま た 育苗箱施薬 も ， 本田持 ち

表 2 1993 年 に お け る 地域別優良防除事例

地 域 薬剤防除体系 耕積概要

東 ;ft ①葉 い も ち粒剤 ・ 航空防除 3 回 ・ 追加防除
②6 回地上防除 ・ 緊急航空防除
③葉い も ち粒剤 ・ 穂い も ち粒剤 ・ 航空 ま た

は地上防除
④7�9 月 ゾ ル 剤 4 回 (調 査 に よ る 即応防

除)
⑤葉 い も ち粒剤 ・ 穏 い も ち粒剤及び粉剤I

回 (大型防除機， 防除組織化)
⑥治療及 び予防剤 の 混合剤通常 3 回 ・ 追加

防除 (共同)
⑦ 6 月 下 旬 粒 剤 ・ 初期 防 除徹底 ・ 航空 防

除 ・ 補完防除
⑧粒剤 ・ 航空防除 3 回 ・ 追加防除l 回 (実

施困難な 農家に 対し農協請負)
⑨葉い も ち粒剤 ・ 液乳剤 5 回
⑩葉 い も ち粒剤 ・ 穂い も ち粒剤 ・ 粉剤 3 回 珪カ ル施用

北 陸 ①葉い も ち粒剤 ・ 出穏後 7 日 粉剤 ・ 出穂後
10日粉剤

②葉い も ち粒剤施用
③粉剤 3 回体系 (治療剤 ・ 予防剤 ・ 治療，

予防剤)
④葉 い も ち粒剤 ・ 穂い も ち予防及 び治療粉 施用窒素量8 . 3kg

剤 2 回
⑤葉 い も ち粒剤 ・ 出穂後l 回 胞用窒素放 5 . 3kg
⑥出穂 38 目 前粒剤 ・ 穂い も ち 2 回 (葉い も

ち発生な し)

中国 ・ 四国 ①粒剤箱施薬 ・ 本田粒剤 2 回 ・ 粉剤 6 回
②葉 い も ち粒剤 ・ 粉剤 4 回 室素 5 . 6 kg， 鶏�，

珪カノレ
③葉 い も ち粒剤 ・ 粉剤 ・ 穂い も ち粒剤 ・ 粉 窒 素 7 . 3 kg， 牛糞

剤 3 回 1 .  6 t， 溶燐
④葉 い も ち粒剤 ・ 穂、ば ら み粉剤 ・ 穂揃粉剤 窒素 3 . 2 kg ， 鶏糞 30
⑤葉 い も ち粒 剤 の 適期散布 ・ 穂 ば ら み 粉

剤 ・ 穂鱗粉剤 ・ 傾穂期粉剤
⑥粒剤箱施薬 ・ 葉い も ち粒剤 ・ 出穂前後粉 窒素 4 . 5 kg 

剤 2 回
⑦ 初発直前液剤 ・ 広域蔓延期直後液剤 ・ 出

穂直前液剤 ・ 穂、揃~傾穏期液剤 (集団防
除)

⑧葉い もち粒剤 ・ 葉 い も ち粒剤 ・ 出稼前粉
剤 ・ 出穂後粉剤

⑨粒剤j箱施 薬 ・ ( 葉 い も ち初期 防 除 粒
剤) ・ 葉 い も ち 1�2 回 (粉， 液剤) ・ 出
穂、期防除

込み菌密度 の 低減， 檎植用 置苗での早期発病

防止， 発病量の軽減 に きわ め て 有効で， 本 田

での発病抑制効果が大きい。

9 防除体制の変化

現在有効 な発生予察技術や ， 優秀な農薬，

防除技術が あ っ て も ， そ れが効果 的 に 機能 し

な い こ と が多 々 あ る の は ， そ れ を受 け 入 れ る

農村社会 の 変化 に よ り ， 適期防除やきめ の細

か い 個別 防除， 肥培管理の 実施が困難 に な っ

てきて い る こ と が挙 げ ら れ る 。 本年 も こ の 実

態が顕著 に 浮き彫 り に さ れた 。 地域別防除実

施体制 を み る と ， 共同防除 は 東海地域以北 ・

沖縄で高 く ， 40�58%， 次 い で近畿地域で，

約 30%， 中 国 ， 四 国 ， 九州地域で低 く 約 7�

17% で あ っ た 。 個 人 防除 の 比 率 の 高 い 地域

は ， 耕地面積や周辺の環境条件 に よ り 共同 防

除ができに く い地域 で も あ る 。 し か し 地域 の

実態 に あ っ た 管理 ・ 防除組織の構築 と 適切迅

速 な 防除情報の提供体制， 防除指導体制 の構

築 に よ り ， 的確な 防除対応， 被害の 軽減が実

現でき る も の と 考 え ら れ る 。 こ れ を 期 に 現代

農村の 実 態 に あ っ た 省力 ・ 低 コ ス ト 防除技術

の確立 と と も に ， 新 し い 防除体制 を 構築 し ，

昨年の よ う な大被害の再来 を 阻止 し な け れ ば

な ら な い。
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